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当協会の主張
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当協会では、2022年5月6日開催の接続料の算定等に関する研究会（第56回）にて
下記の主張を行いました。現在でもその主張は変わっておりません。（資料56-3）
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2022年9月「接続料の算定等に関する研究会」第六次報告書 P77-78

関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方式に用いられるものに限る。）の利用中止費の扱い
について、関係者からのヒアリングの結果、ＮＴＴ東日本・西日本による単県ＰＯＩの増
設が現在も続いている状況であり、それに伴いＶＮＥ事業者が利用するＰＯＩの種別や
ポート数も変動しており、また、各社の戦略に応じてＰＯＩの利用形態が多様化している
状況であるといった事情が判明した。このような変動期において、原則（網使用料での
算定）に戻すことは、ＶＮＥ事業者の経営に与える影響が大きく、現時点において直ち
に原則に戻すことは適当ではない。 

これらの状況は、ＮＴＴ東日本・西日本による単県ＰＯＩの増設が続く間は継続するも
のと想定されるため、現時点において、当該増設が落ち着くものと想定される令和７年
を目途に、改めて利用中止費の経過措置を維持すべき事情があるかについて本研
究会において検討し、特段の事情が認められない限り、その時点で原則に戻すことが
適当である。 
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NTT東西殿による単県POIの増設は2028年度に完了

2025年5月 第95回「接続料の算定等に関する研究会 NTT東西殿の資料P3より
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*IPoE協議会 IPoE接続に関する統計情報
https://ipoe-c.jp/about/statistics.html

IPoEの接続契約総数は2024年3月末で16,714,498回線*。2024年3月末の
NTT東西フレッツ光契約数23,653千(NTT持株 株主・投資家情報 契約
数）に占める割合は約71%。

一部にIPoEとPPPoEを重複して利用してい
る契約者もいることから、NGN全契約数
からIPoE契約数を控除した残りがPPPoEの
契約数という訳ではありませんが、ほぼ近
しい値と考えられます。

フレッツ光ネクストにおけるIPoEの割合

現在はIPoEが圧倒的に主流



利用中止費の経過措置を継続する前提条件が明示的に示されるべき
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*IPoE協議会 IPoE接続に関する統計情報
https://ipoe-c.jp/about/statistics.html

ポート数

総ポート数 NTT東日本 NTT西日本

2023年3月末 376 210 166

2023年9月末 414 221 193

2024年3月末 442 235 207

2024年9月末 ※ 462 244 218

2025年3月末 ※ 480 252 228

内訳

IPoE接続契約総数 利用ISP数

2023年3月末 16,148,252回線 229事業者 *1

2023年9月末 16,364,067回線 235事業者 *1

2024年3月末 16,485,981回線 254事業者 *1

2024年9月末 16,714,498回線 *2 261事業者 *1

2025年3月末 16,795,821回線 *2 271事業者 *1

※9事業者の合計 *1：8事業者の合計
*2：9事業者の合計

IPoE協議会殿の資料によりますと、直近のIPoE接続契約総数、および総ポート数は増加が
継続しておりますが、その度合いは以前と比較し漸減傾向にあるように見えます。

利用中止費の網使用料化はポート数の総量が完全に飽和するのが前提ではありませんが、
ポート数の変動については、接続事業者の予見に資するよう、経過措置を網使用料に戻す
前提条件が明示的に示されるべきと考えます。
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地域ISP事業者による自前でのIPoE新規参入に関する課題
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県内でサービス提供を行うケースが大半である地域ISP事業者は、現在、既存VNE事業者か
らの提供でIPoE接続を選択せざるを得ません。

しかし当協会の会員には、単県で直接NTT東西殿とVNE事業者のような形で接続しIPoEへ
の参入を希望する地域ISP事業者が数社あります。
単県が主で、地域ISP事業者の利用者数からすると、GWRの使用台数は1社あたり1，2台
（県１つと集約１つ）程度と思われます。

単県で事業を行う地域ISP事業者がNTT東西殿と直接接続しIPoEに参入するには

１）ゲートウェイルータの利用中止費の問題（本件）
２）IPoE単県POI単独利用の問題

があり、利用中止費の扱い見直し以外にも地域ISP事業者のIPoEへの参入には高いハードル
があります。



１）ゲートウェイルータの利用中止費の問題（本件）
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IPoE接続を提供するVNE事業者間において、一部の事業者が集約POIから単県POIに移行す
るため生じる集約POIの利用中止費の負担は当該事業者のみが負担する網改造料の制度で運
用されるのが公平であるという主張は理解できます。

BBIX株式会社
インターネットマルチフィード株式会社
株式会社JPIX
ビッグローブ株式会社
株式会社朝日ネット
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
株式会社ファミリーネット・ジャパン
アルテリア・ネットワークス株式会社

現在のVNE事業者

しかしながら、その公平性はVNEに既に
参入している事業者間の話であり、新規
参入を検討している小規模事業者にとっ
ては、将来的に既存VNE事業者の単県POI
への移行が落ちついた段階で利用中止費
の網使用料化への原則に戻し、VNE事業
への新規参入を容易にする方が使いやす
い制度であると考えます。



２）IPoE単県POI単独契約の問題（継続課題）
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今回の論点ではありませんが、地域ISP事業者は県内でサービス提供を行うケースが大半で
あり、IPoE方式で直接接続するのは困難です。

（接続条件の問題）
・PPPoEであれば１つの単県接続のみでも可能ですが、IPoEでは全エリアの提供が前提と
なっているため、１つの単県接続のみでは足りず、全県等域でのサービス提供を行う必要
があります。

（経済条件の問題）
・特定県等域のみで接続を行う際に生じる費用、および月額利用料は地域ISP事業者にとっ
て極めて高額であり、負担が困難です。

（例）NTT東の広域接続での月額利用料金（別途それ以外の費用が必要）
東京集約POI 458,271円＋ 一般ＩＰ通信網県間中継系ルータ交換伝送機能6,923,611円

IPoE参入コストの低減ないし柔軟化により、地域ISP事業者の新規参入の敷居を下げること
は、FTTHインターネット接続サービスの市場を一層拡大、ならびに地域の活性化に寄与し
ていくものと考えます。




